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諮問庁：文部科学大臣 

諮問日：平成２８年２月８日（平成２８年（行情）諮問第９０号，同第９９号，

同第１０２号及び同第１０５号） 

答申日：平成２８年１０月１１日（平成２８年度（行情）答申第３８９号，同

第３９５号，同第３９８号及び同第４０１号） 

事件名：特定の文書を管理している都道府県教育委員会等が分かる文書の不開

示決定に関する件 

平成２６年度厚生労働省発達障害担当との会議で配布された文書等

の不開示決定に関する件 

障害を有する児童生徒に対する人権侵害の事例が記載されている文

書（教員によるもの）（特定課分）の不開示決定に関する件 

平成２６年度に愛知県教育委員会が入手した文書等（特定課分）の

不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論  

別表の１欄に掲げる文書１ないし文書４（以下，併せて「本件対象文

書」という。）の開示請求につき，開示請求に形式上の不備があるとして

不開示とした各決定は，文書１について不開示としたことは結論において

妥当であり，文書２ないし文書４について不開示としたことは妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，文部科学大臣（以下「文部科学大臣」，

「処分庁」又は「諮問庁」という。）が，別表の２欄に掲げる日付及び文

書番号により行った各不開示決定（以下，順に「処分１」ないし「処分

４」といい，併せて「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての理由は，異議申立書によると，以下

のとおりである。 

行政文書不開示決定処分の取消しを求める。 

開示請求に係る行政文書を特定することができる。 

文部科学大臣は，開示請求人に対して，特定課が保有する文書名，内容

の情報提供をしていない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 



 2 

１ 本件開示請求に係る対象文書等について 

（１）文書１について（諮問第９０号） 

本件開示請求は，文書１についてなされたものである。 

開示請求について，現存の記載内容の，「指導助言が記載されている

文書を管理している都道府県教育委員会・特別支援学校」が不明であり，

文書１の特定が困難であるため，補正を依頼したところ，一定期間経過

しても回答なされなかった。 

窓口においても補正を依頼したが，一定期間経過しても対応がなされ

なかったため，特定困難による不開示としたところ，異議申立人から，

下記２の理由により，不開示決定の取消しを求める旨の異議申立てがさ

れたところ。 

＜本開示請求経緯＞ 

本異議申立てに係る開示請求については，当該開示請求書に記載され

た情報のみで行政文書を特定することはできないと判断し，補正依頼を

行った。 

補正について，期限までに回答がなかったため，特定課職員が窓口に

おいて，平成２７年５月１９日から同年８月１２日までの間，６回請求

内容の確認を，情報提供しつつ補正依頼を行い，文書を特定するよう努

め，さらに，同年１０月１４日に請求内容の最終確認として，別紙最終

確認書を作成し，２週間の期間を設けて，補正を依頼したが，回答がな

かったところ。 

そのため，当該開示請求書に記載された情報のみでは行政文書を特定

することができないため，相当な期間を定めて補正依頼を行ったものの，

回答が得られなかったことから，特定困難による不開示の決定を行った

ものである。 

（２）文書２について（諮問第９９号） 

本件開示請求は，文書２についてなされたものである。 

開示請求について，現存の記載内容では，対象の年度や範囲が広すぎ

るため，文書の特定が困難であることから，補正を依頼したところ，一

定期間経過しても回答なされなかった。 

窓口においても補正を依頼したが，一定期間経過しても対応がなされ

なかったため，特定困難による不開示としたところ，異議申立人から，

下記２の理由により，不開示決定の取消しを求める旨の異議申立てがさ

れたところ。 

＜本開示請求経緯＞ 

本異議申立てに係る開示請求については，当該開示請求書に記載され

た情報のみで行政文書を特定することはできないと判断し，補正依頼を

行った。 
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補正について，期限までに回答がなかったため，特定課職員が窓口に

おいて，平成２７年５月１９日から同年８月１２日までの間，６回請求

内容の確認を，情報提供しつつ補正依頼を行い，文書２を特定するよう

努め，さらに，同年１０月１４日に請求内容の最終確認として，別紙最

終確認書を作成し，２週間の期間を設けて，補正を依頼したが，回答が

なかったところ。 

そのため，当該開示請求書に記載された情報のみでは行政文書を特定

することができないため，相当な期間を定めて補正依頼を行ったものの，

回答が得られなかったことから，特定困難による不開示の決定を行った

ものである。 

（３）文書３について（諮問第１０２号） 

本件開示請求は，文書３についてなされたものである。 

開示請求について，現存の記載内容では，対象の年度や「人権侵害」

の範囲が不明であり，文書３の特定が困難であるため，補正を依頼した

ところ，一定期間経過しても回答なされなかった。 

窓口においても補正を依頼したが，一定期間経過しても対応がなされ

なかったため，特定困難による不開示としたところ，異議申立人から，

下記２の理由により，不開示決定の取消しを求める旨の異議申立てがさ

れたところ。 

＜本開示請求経緯＞ 

本異議申立てに係る開示請求については，当該開示請求書に記載され

た情報のみで行政文書を特定することはできないと判断し，平成２７年

９月１６日に補正依頼を行い，文書３を特定するよう努め，さらに，同

年１０月１４日に請求内容の最終確認として，別紙最終確認書を作成し，

２週間の期間を設けて，補正を依頼したが，回答がなかったところ。 

そのため，当該開示請求書に記載された情報のみでは行政文書を特定

することができないため，相当な期間を定めて補正依頼を行ったものの，

回答が得られなかったことから，特定困難による不開示の決定を行った

ものである。 

（４）文書４について（諮問第１０５号） 

本件開示請求は，文書４についてなされたものである。 

開示請求について，現存の記載内容では，対象範囲が広すぎ，文書４

の特定が困難であるため，補正を依頼したところ，一定期間経過しても

回答なされなかった。 

窓口においても補正を依頼したが，一定期間経過しても対応がなされ

なかったため，特定困難による不開示としたところ，異議申立人から，

下記２の理由により，不開示決定の取消しを求める旨の異議申立てがさ

れたところ。 
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＜本開示請求経緯＞ 

本異議申立てに係る開示請求については，当該開示請求書に記載され

た情報のみで行政文書を特定することはできないと判断し，補正確認依

頼を行った。 

補正について，期限までに回答がなかったため，特定課職員が窓口に

おいて，平成２７年５月１９日から同年８月１２日までの間，６回請求

内容の確認を，情報提供しつつ補正依頼を行い，文書４を特定するよう

努め，さらに，同年１０月１４日に請求内容の最終確認として，別紙最

終確認書を作成し，２週間の期間を設けて，補正を依頼したが，回答が

なかったところ。 

そのため，当該開示請求書に記載された情報のみでは行政文書を特定

することができないため，相当な期間を定めて補正依頼を行ったものの，

回答が得られなかったことから，特定困難による不開示の決定を行った

ものである。 

２ 異議申立人の異議申立て理由 

（１）開示請求に係る行政文書を特定することができる。 

（２）文部科学大臣は，開示請求人に対して，特定課が保有する文書名，内

容の情報提供をしていない。 

３ 不開示決定の妥当性について 

行政文書を特定するに足りる事項については，行政機関の職員が，請求

書の記載から，開示請求者が求める行政文書を他の行政文書と識別できる

程度の記載があることが条件であり，足りないと判断したため，補正を依

頼したものの，回答がなされなかったものであり，上記２（１）の異議申

立て理由については，当たらない。 

また，特定課が保有する行政文書は，行政文書ファイル管理簿において

掲載されるとともに，電子媒体又は紙媒体でも閲覧することが可能である

ため，上記２（２）の異議申立て理由については当たらない。 

４ 原処分に当たっての考え方について 

以上のことから，行政文書の特定ができないため不開示決定とした原処

分は妥当であり，異議申立人の主張は，根拠がなく，失当であり，認めら

れない。 

（別紙省略） 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，平成２８年（行

情）諮問第９０号，同第９９号，同第１０２号及び同第１０５号を併合し，

調査審議を行った。 

① 平成２８年２月８日 諮問の受理（諮問第９０号，同第９９号，同

第１０２号及び同第１０５号） 
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② 同日        諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年８月２９日   審議（同上） 

④ 同年１０月６日   諮問第９０号，同第９９号，同第１０２号及

び同第１０５号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件異議申立てについて 

本件開示請求は，文書１ないし文書４（本件対象文書）の開示を求める

ものであり，処分庁は，開示請求に形式上の不備があり，本件対象文書を

特定することができないとして不開示とする決定（処分１ないし処分４）

をそれぞれ行った。 

異議申立人は，本件対象文書は特定することができるとして，処分１な

いし処分４（原処分）の取消しを求めているが，諮問庁は，原処分を妥当

としていることから，以下，原処分の妥当性について検討する。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，原処分の妥当性について

改めて確認させたところ，諮問庁は，別表の３欄に掲げる①ないし④の

とおりそれぞれ説明する。 

（２）別表の３欄に掲げる①ないし④の諮問庁の説明について検討するに，

文書及び面談で行ったとする求補正に係る説明については，本件諮問書

に添付された行政文書開示請求書の記載内容と整合していることが認め

られる。 

（３）以下，上記（１）及び（２）を踏まえて検討する。 

ア 文書１について 

（ア）諮問庁は，別表の３欄に掲げる①において，特定課では，毎年，

各都道府県教育委員会等に小・中学校等における障害のある児童生

徒に対する個別の教育支援計画の作成状況の割合を調査しているが，

発達障害児に特化した調査は行っていないため，文書１は保有して

いないとしている。 

（イ）文書１について，これを保有していないとする諮問庁の説明に，

特段不自然，不合理な点はなく，これを覆すに足る事情も認められ

ないので，文部科学省において，文書１を保有しているとは認めら

れない。 

（ウ）したがって，文書１について補正を求めたものの，回答がなく，

該当する文書の特定ができないため，形式上の不備を理由に不開示

とした処分１は，本来，文書不存在により不開示とすべきであった

ものであるが，開示すべき文書が存在しないという意味で，結論に

おいて妥当といわざるを得ない。 

イ 文書２ないし文書４について 
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（ア）文書２ないし文書４について，文書特定が必要であり，このまま

では文書の特定ができない旨を異議申立人に面談及び文書で説明し

補正を求めたものの，回答期限を経過しても回答がなかったとする

諮問庁の説明について，これを否定する特段の理由も見いだせない

こと，さらに，異議申立人が提出した異議申立書において，処分庁

が文書特定のために必要であるとする情報に係る記載は認められな

いことから，処分庁が更に補正を求めたとしても，当該補正がなさ

れる蓋然性は極めて低かったと推察される。 

（イ）したがって，文書２ないし文書４について補正を求めたものの，

回答がなく，該当する文書の特定ができないため，形式上の不備を

理由に不開示とした処分２ないし処分４は，いずれも妥当である。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件各不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書の開示請求につき，本件開示請求に形式

上の不備があるとして不開示とした各決定については，文部科学省におい

て文書１を保有しているとは認められないことから，不開示としたことは

結論において妥当であり，文書２ないし文書４の開示請求には，行政文書

の不特定という形式上の不備があると認められるので，不開示としたこと

は妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋 
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別表 

 

１ 

本件対象文書 

２ 

原処分の日付及び文

書番号 

３ 

諮問庁の説明 

番号 名称 番号 日付及び文

書番号 

文書１ 

（ 諮 問

第 ９ ０

号） 

発達障害者

支援法上の

発達障害児

に対する指

導助言（個

別の教育指

導計画等）

が記載され

ている文書

を管理して

いる都道府

県教育委員

会・特別支

援学校が分

かる文書 

処分１ 平成２７年

１０月３０

日付け２６

受文科初第

３９３７号 

① 特定課では，毎年，各都

道府県教育委員会等に小・

中学校等における障害のあ

る児童生徒に対する個別の

教育支援計画の作成状況の

割合について調査を行い，

ホームページにおいて調査

結果（特別支援教育体制整

備状況調査結果）を公表し

ていることから，これらに

つき情報提供可能である。 

しかしながら，異議申立

人が開示を求める発達障害

児に特化した調査は行って

いないため，文書１は保有

していないことを文書で示

しつつ，文書１を具体的に

特定するよう補正を求めた

ところ，回答期限を経過し

ても異議申立人から回答が

なく，文書１の特定ができ

なかった。 

文書２ 

（ 諮 問

第 ９ ９

号） 

Ｈ２６年度

厚生労働省

発達障害担

当との会議

で配布され

た文書及び

協議の結論

等が記載さ

れている文

処分２ 平成２７年

１０月３０

日付け２６

受文科初第

３９５１号 

② 本件開示請求は，平成２

６年度に厚生労働省発達障

害担当と同席した会議にお

いて配布された文書及び当

該会議における協議の結論

等が記載されている文書

（文書２）の開示を求める

であると考えられる。 

しかしながら，当該会議
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書 は多数回開催され，１回ご

との会議資料も多いことか

ら，開示請求書の記載から

は，どの会議に係る文書を

求めているのか不明であ

り，また，どのような結論

等が記載されている文書を

求めているのか不明であっ

たので，文書２の対象とな

る会議がいつ頃に行われた

もので，どのような結論等

が記載された文書を求めて

いるのか特定するよう，複

数回面談を行って確認を求

めたが，回答期限を経過し

ても異議申立人から回答が

なく，文書２の特定ができ

なかった。 

文書３ 

（ 諮 問

第 １ ０

２号） 

障害を有す

る児童生徒

に対する人

権侵害の事

例が記載さ

れている文

書（教員に

よるもの）

（特定課に

対する開示

請求） 

処分３ 平成２７年

１０月３０

日付け２７

受文科初第

２２１８号 

③ 文書３は，その学校を設

置する各都道府県教育委員

会等が保有するものと思わ

れるが，事例の社会的影響

などによっては，教育委員

会等から特定課に報告等が

行われることも考えられ

る。 

そこで，本件開示請求を

受け，対象となる文書を特

定し，その存否を確認する

必要があるところ，本件開

示請求書の記載のみでは，

いつ頃のどのような人権侵

害の開示を求めているか定

かではなかったため，文書

３の対象となる教員による

人権侵害がいつ頃のどのよ

うな事例であるか特定する

よう，文書で補正を求めた
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が，回答期限を経過しても

異議申立人から回答がな

く，文書３の特定ができな

かった。 

文書４ 

（ 諮 問

第 １ ０

５号） 

Ｈ２６年度

愛知県教育

委員会入手

した文書発

出した文書

（特定課に

対する開示

請求） 

処分４ 平成２７年

１０月３０

日付け２７

受文科初第

２２４３号 

④ 文書４は，平成２６年度

に特定課が愛知県教育委員

会へ送付した文書及び愛知

県教育委員会が特定課に送

付した文書であると考えら

れるが，特定課では文書４

に該当する文書を多数保有

しており，本件開示請求書

の記載のみでは，どのよう

な内容の文書の開示を求め

ているか定かではなかっ

た。 

そ こ で ， 文 書 及 び 面 談

（複数回）によって文書４

の対象となる文書がどのよ

うな内容のものであるか特

定するよう確認を求めた

が，回答期限を経過しても

異議申立人から回答がな

く，文書４の特定ができな

かった。 

 




